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１．はじめに 

産業活動の基盤として大きな役割を果たしてきた

社会資本は、高度経済成長期に集中的に整備されて

おり、建設後50年以上経過する社会資本の割合は、

今後急激に増加する。また、社会資本の高齢化に伴

い、社会生活に大きな影響を与えるような事故や災

害、維持管理・更新費の急増が懸念されている。 

今後の社会資本の高齢化に適切に対応していくに

は、つくったものを長持ちさせて大事に使うストッ

ク型社会への転換を推進していく必要がある。その

ため、これまで損傷等に対しては個別・事後的に対

処してきたが、高齢化による損傷リスクが急速に増

大する将来においては、施設の状態を定期的に点

検・診断し、致命的欠陥が発現する前に対策を講じ

ることにより、事故や災害を未然に防ぐとともに、

施設の長寿命化により長期的に見た場合のトータル

コストの縮減を図る予防保全の考えに立った戦略的

維持管理が必要となる。 

本研究においては、様々な施設種別を横断して適

用することが可能な点検に着目し、点検手法を「見

えるところを見る」から「診るべきところを診る」

へ転換するため、Ⅰ．構造物の目視困難な部位の点

検・診断技術、およびⅡ．目視では評価が困難な構

造物の変状の点検・監視技術の開発を行った。 

 

２．研究開発の概要 

Ⅰ．構造物の目視困難な部位の点検・診断技術の開

発 

①非破壊検査による埋込部・遮蔽部の点検診断技術 

非破壊検査技術等を用いた土木・建築構造物のコ

ンクリート内埋込部、外装材等の目視困難な部位の

点検･診断技術および評価基準の開発を目的とし、非

破壊検査法による構造物内部聴診装置、構造物内視

鏡、および壁面走行型外壁診断装置のプロトタイプ

を製作し、性能確認実験等を実施した。 

②画像・データによる目視困難な部位の点検・診断

技術 

画像・データ技術等を用いた人が直接近寄れない

下水管路内部、建築物床下等の目視困難な部位の点

検・診断技術及び評価基準の開発を目的とし、TVカ

メラ調査のスクリーニング手法、道路陥没予兆の発

見手法、床下木質部材の劣化診断手法について、プ

ロトタイプによる性能確認実験等を実施した。 

Ⅱ．目視では評価が困難な構造物の変状の点検・監

視技術の開発 

①赤外線を活用した漏水部の点検診断技術 

赤外線サーモセンサーを活用し、現状では検知が

困難である堤防湿潤部の範囲を定量的に把握する点

検・診断技術および評価基準の開発を目的とし、実

際の河川堤防において赤外線サーモセンサーを用い

た性能確認実験等を実施した。 

②位置計測による構造物の監視・変状探知手法 

GPSおよび道路管理カメラの画像処理等による位

置の特定技術を活用し、橋梁等構造物の突発的、致

命的変状を迅速・簡便に把握する点検・監視技術お

よび評価基準について、フィールド及び実橋にて性

能確認実験等を実施した。 

 

３．今後の予定 

構造物の目視困難な部位や目視による評価が困難

な変状に対する点検・監視技術の開発、点検監視結

果の評価方法の確立および評価基準（原案）の作成

等を行い、迅速・簡便な汎用性の高い点検・監視手

法として、研究開発後の速やかな定着・普及に取り

組んでいく予定である。 
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１．検討の背景 

現在は、新たな社会投資よりも過去の社会資本を

長持ちさせて大事に使う「ストック型社会」への転

換を推進している。これまでは損傷等に対して個

別・事後的に対処してきたが、老朽化による損傷リ

スクが急速に増大する将来においては、構造物の状

態を定期的に点検・診断し、致命的欠陥が発現する

前に対策を講じ、ライフサイクルコストの縮減を図

る「予防保全」の考えに立った戦略的維持管理が必

要となっている。効率的な予防保全的管理には点検

分野の技術開発が不可欠であり、特に、大量の点検

対象構造物を効率的かつ目視困難な場所を点検する

ための技術の開発が必要である。 

そこで、国土交通省総合技術開発プロジェクト「社

会資本の予防保全的管理のための点検・監視技術の

開発」を実施し、木造建築分野では狭隘、かつ暗所

である床下に焦点をあて、これを効率的に診断する

装置を開発した。 

２．劣化診断装置の要件整理・設計・試作 

劣化診断装置が満たすべき要件、同装置の設計方

針、及び試作・改良内容は、国総研が開催する「木

造建築物の予防保全的管理のための劣化診断装置の

開発委員会」（委員長：中島正夫関東学院大学教授）

において討議を重ねた結果である。同装置の満たす

べき要件を整理した結果は以下の通り。 

・公営住宅・旧住宅金融公庫融資住宅（計約64,000
棟）の床下有効高さを調査した結果、最大寸法は

30 cm以下とする必要がある。 

・画像撮影だけでは予防保全的管理のための診断は

難しいため、触診検査と含水率測定は必須である。 

・触診検査機能の先端部分の形状は、小型の＋ドラ

イバーが比較的適している。 

以上に基づいて、床下劣化診断装置を試作し、そ

の機能性を実験的に検証した。 

３．劣化診断装置の改良 

前述の機能性検証実験の結果、診断の効率を高め

る必要性から、以下についての改良が必要とされた。 

・床下の水平部材について連続的に触診検査を行う

ことが容易となるよう、走行方向と直交方向に連

続的に触診検査ができるようにする。 

・触診検査において、生物劣化の有無を判定しやす

いねじ等の穿孔抵抗測定を導入する。 

・劣化木材の表面や菌糸など、サンプルを採取する

機構を付与する。 

 以上の改良事項を全て盛り込むと、筐体が大きく

なりすぎるので、改良型診断装置（写真）は、触診、

及び含水率測定機構が遠隔操作によって90°回転

するもの、及びその90°を手動で回転し、筐体寸法

を小さく抑えたものの２通りの装置を最終成果物と

して、製作した。 

 これにより、人が浸入できない狭隘な床下に対す

る予防保全的維持管理や、既存住宅の性能評価を目

的とした劣化診断の効率が向上する。 

 

 

写真 木造建築物の予防保全的管理のための 

床下劣化診断装置（遠隔操作回転機能付き） 
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